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予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

業務の実施に当たっては、①最適なカメラ設
置箇所、②最適な機器性能、③設置及び維
持管理費用の低減について十分に検討を行
う必要があり、カメラ装置や通信機器に関す
る専門的な知識及び高度な技術力を要す
る。よって、提出された技術提案に基づい
て、仕様を作成する方が優れた成果を期待
できると想定されるため、簡易公募型に準じ
たプロポーザル方式（総合評価型）を選定し
た。
「プロポーザル方式に準じた方式に基づく建
設コンサルタント等の特定手続きについて」
（府開管理第590 号 平成14 年8 月1 日）に
基づき、沖縄総合事務局平良港湾事務所建
設コンサルタント選定委員会において審議
の結果、（公社）日本港湾協会の提案は、優
れた技術者を配置予定としているとともに、
実施方針及び特定テーマに対する技術提案
において本調査の内容を十分理解し、求め
る調査の必要性・重要性に対し満足する調
査を行えることが高く評価され、最適な履行
の能力を有すると判断された。よって、（公
社）日本港湾協会が本調査を遂行できる唯
一の者であることから、会計法第29条の3
第4 項及び予決令第102 号の4 第3 号に基
づき随意契約を行うものである。

15,123,462    15,070,000    99.6% - 公社 国認定 1

本業務は、平良港にお
ける直轄工事の施工
状況や災害時の被災
状況を速やかに入手
するための最適な監視
カメラの設置及びその
映像を事務所等まで伝
達するシステムの検討
調査及び実施設計を
行うものである。本業
務の検討においては、
施設の管理、港湾工
事の施工及び災害時
における対応等幅広い
知識及び経験を要する
ものである。
　また、当該支出に係
る契約においては、簡
易公募型プロポーザ
ル方式の導入により競
争性を高める取り組み
を実施している。
　今後においても、引
き続き仕様内容の見
直しや参加要件の緩
和等を実施することに
より、一者応札の解消
に取り組む。

無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。
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